（各課様式１）

予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業研究費
	事業名　中山間農業研究所県単試験調査費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　農政部　中山間農業研究所　電話番号：0577-73-2029
　　　　　　　E-mail：c24402@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        7,532千円（前年度予算額：8,084千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,084
	0
	0
	0
	402
	0
	3,510
	0
	4,172

	要求額
	7,532
	0
	0
	0
	0
	0
	3,601
	0
	3,931

	決定額
	7,532
	0
	0
	0
	0
	0
	3,601
	0
	3,931


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　県民の生命と健康を守り、環境保全に貢献する魅力ある産業として、中山間地農業を維持・発展させるため、生産現場から寄せられる短期的あるいは緊急的なニーズに的確に応えた研究開発を行う。
（２）事業内容

（継続）

1 岐阜県産米を利用した新しいブランド品目の開発
2 飛騨ブランド「ひだほまれ・たかやまもち」の生育環境変化を踏まえた高品質生産体系の確立
3 夏ホウレンソウの難防除害虫・雑草の総合防除技術開発

4 飛騨地域に適したモモ、リンゴ等の品種選定と栽培技術の開発
5 クリ新品種育成及び有望品種選定と「えな宝来」、「えな宝月」、「ぽろたん」の安定生産技術開発
6 「飛騨黄金」の長期安定出荷技術体系の確立

7 シクラメン等中山間地鉢花のブランド化と生産安定
（新規）

1 中山間地域における果菜類の安定生産、省力化技術の開発
2 出願品種栽培試験事業
3 新農薬実用化試験

4 栽培管理技術高度化研究
（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	683
	研究補助のための雇員の賃金及び共済費

	旅費
	792
	出張旅費

	需用費
	4,863
	研究機材用の消耗品の購入や農機具燃料代など

	役務費
	10
	電話代、切手代などの通信運搬費及び検査手数料等

	使用料及び賃借料
	25
	機械の借上料等

	その他
	1,159
	機械器具の購入代金や専門学会への参加費など

	合計
	7,532
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
「岐阜県長期構想」の政策方向性に基づき策定された、「ぎふ農業・農村基本計画」（H28～32）にある各種施策の推進を研究開発からサポートするため、基本計画で定める３つの基本方針「多様な担い手づくり」、「売れるブランドづくり」、「住みよい農村づくり」に各々対応した「生産性向上」、「高品質・ブランド価値向上」、「環境保全」の３つの分野で研究開発・地域支援を推進する。

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	本県中山間地農業の生産現場において解決すべき問題のうち、主として短期的あるいは緊急的に解決すべき課題について研究を行い、成果を迅速に普及することで中山間地農業の生産性、ブランド力等の向上を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	技術移転の推進

※技術移転件数
	（H  ）
	20件
（H27）
	28件
（H28）
	34件
（H29）
	15件
（H32）
	226％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	県単予算による８課題及び外部資金獲得による１課題、計９課題について研究開発に取り組んだ。

1 岐阜県産米を利用した新しいブランド品目の開発
2 飛騨地域に適したモモ、リンゴ等の品種選定と栽培技術の開発
3 クリ新品種育成及び有望品種選定と「えな宝来」、「えな宝月」、「ぽろたん」の安定生産技術開発
4 「飛騨黄金」の長期安定出荷技術体系の確立
5 シクラメン等中山間地鉢花のブランド化と生産安定
6 飛騨ブランド「ひだほまれ・たかやまもち」の生育環境変化を踏まえた高品質生産体系の確立
7 モモ新品種「飛騨おとめ」の地域適応性と栽培技術の確立
8 夏ホウレンソウの難防除害虫・雑草の総合防除技術開発
9 出願品種栽培試験事業


（前年度の成果）

	関係機関と連携し、生産者の視点に立った研究開発と技術支援を実施した。その結果、水稲の食味向上、トマト、ホウレンソウ、ナスなどの特産野菜の生産性向上、モモ、リンゴ、クリなどの果樹、菊、トルコギキョウ、シクラメンなどの花きの生産安定に向けた研究に関して、数多くの成果が得られた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	長引く不況、産地間競争の激化、諸資材の高騰など、産地を取り巻く情勢が厳しさを増す中で、先取り型の研究以外に、本事業の目的である「農業生産現場における問題解決型の研究」は年々必要性が高まっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	農業生産現場における問題解決は、産地と同じ立地条件にある試験研究機関における圃場での栽培試験なくして実現は難しく、指導機関と連携した試験研究は極めて有効な方法である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	各研究課題は、指導機関からの要望や行政施策としての要請等、実在する研究ニーズに基づいて提案された後、費用対効果等に関して無理や無駄がないか精査され実施されている。


（今後の課題）

	　得られた成果については、研究所が主催する中間検討会や成果検討会、栽培技術研修会、あるいは研究所ニュースやホームページの活用等により広報・周知に努めているが、普及までの時間をより短縮するために、今後もあらゆる手法を用いてＰＲを図っていく。


（次年度の方向性）
	要望課題の収集など、生産現場や県民ニーズ等を的確に把握し、研究課題や内容への速やかな反映に引き続き努めていく。


